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ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド 
追加型投信／国内／債券 

愛称：未来予想 

 

■ 本書は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第13条の規定に基づく目論見書です。 
■ この投資信託説明書（交付目論見書）により行う「ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド」の募集については、委託会社

は、金融商品取引法第５条の規定により、有価証券届出書を平成23年６月24日に関東財務局長に提出しており、
平成23年６月25日にその届出の効力が生じております。 

■ 当ファンドに関する投資信託説明書（請求目論見書）を含む詳細な情報は、下記の委託会社のホームページにおい
て閲覧することができます。また、本書には約款の主な内容が含まれておりますが、約款の全文は投資信託説明書

（請求目論見書）に掲載されております。投資信託説明書（請求目論見書）は、販売会社にご請求いただければ当該
販売会社を通じて交付いたします（交付方法は、販売会社によって異なる場合があります。）。なお、販売会社に投
資信託説明書（請求目論見書）をご請求された場合は、その旨をご自身で記録しておくようにしてください。 

■ 当ファンドの販売会社、基準価額等については、下記の照会先までお問い合わせください。 
■ 当ファンドは、ファンドの内容に関して重大な変更を行う場合には、投資信託及び投資法人に関する法律に基づき事前に投

資者（受益者）の意向を確認します。当ファンドの信託財産は、信託法に基づき受託会社において分別管理されています。 
  

委託会社［ファンドの運用の指図を行う者］  受託会社［ファンドの財産の保管及び管理を行う者］ 

 みずほ信託銀行株式会社 
 ファンドに関する照会先 

みずほ投信投資顧問株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第398号 

設 立 年 月 日 1964年５月26日 

資  本  金 20億4,560万円 （2011年９月末現在）

運用する投資信託財産
の 合 計 純 資 産 総 額 

１兆9,722億円 （2011年９月末現在）
 

 みずほ投信投資顧問株式会社 
〔電話番号〕0120-324-431 
 ※ 受付時間：営業日の午前９時～午後５時 

〔ホームページアドレス〕http://www.mizuho-am.co.jp/ 
  

 
  

商品分類 属性区分 

単位型・ 
追加型 

投資対象 
地  域 

投資対象資産 
（収益の源泉） 

投資対象資産 決算頻度 
投資対象 
地  域 

投資形態 

追加型投信 国内 債券 
その他資産 

（投資信託証券）※ 
年２回 日本 

ファミリー 
ファンド 

※投資信託証券への投資を通じて実質的な投資対象とする資産は、「債券・公債」です。 
◆ 商品分類及び属性区分の定義については、社団法人投資信託協会のホームページ（http://www.toushin.or.jp/）をご覧ください。 

  

投資信託説明書（交付目論見書）

商品分類及び属性区分 

ご購入に際しては、本書の内容を十分にお読みください。 
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わが国の物価連動国債に投資を行い、安定した収益の確保と信託財産の中・長期的な成長を

目指します。 
  

 
  

Ⅰ. わが国の物価連動国債を主要投資対象とします。 

◆ 長期的に、物価の動きに追随する投資成果を目指して運用を行います。 

◆ 物価の上昇から“ファンドの実質的な資産価値”を守ることを目指します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

●元金額や利払額が、物価の動きに連動して増減する国債です。 

・ 物価連動国債の発行後に物価が上昇すれば、その上昇率に応じて元金額が増加します。 

・ 物価連動国債の発行後に物価が下落すれば、その下落率に応じて元金額が減少します。 

   増減後の元金額を以下「想定元金額」といいます。 

●償還（満期）までの期間は10年で、その間、利払いは年２回行われます。 

・ 償還額は、償還までの物価の変動に応じて決まる「償還時点での想定元金額」となります。 

（途中売却時の元金額および償還額の元本保証はありません。） 

・ 表面利率は発行時に固定されていますが、半年毎の「各利払い時点での想定元金額」に表面利率を乗じて

毎回の利払額が算出されるため、物価の変動に応じて、利払額も変動します。 

●基準となる物価は、「全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）」です。 

・ 「全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）」は、総務省により毎月公表されています。 

●譲渡制限の規定があるため、個人投資家などは購入できません。 

※ 物価連動国債の発行形態の多様化により、償還期限などの発行条件等は変更になる場合があります。 
※ 上記の譲渡制限の規定は平成23年９月30日現在のものであり、法令が変更になった場合等には変更される場合

があります。 

物価連動国債とは 

 

※ 上記のイメージ（図）は、物価連動国債の特性を説明するために、物価連動国債の表面利率と全国消費者物価指数（生鮮食品を除く
総合指数）の上昇・下落等について一定の仮定を置いて作成したものであり、当ファンドの利回りならびに運用成果を予想あるいは
保証するものではありません。なお、償還時の物価が発行時の物価を下回っている場合には、償還額は額面金額を下回ります。 

物価連動国債の想定元金額／利払額／償還額のイメージ（図） 
 発行後２年間は物価が下落し、その後は上昇し、償還時の物価が発行時を上回った場合 

当ファンドでは、個人や一般の企業（事業法人など）が、直接購入することができない『物価連動国債』
を、ファンドに組み入れることで、投資者の皆さまに“物価連動国債への投資機会”を提供します。 
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ファミリーファンド方式について 

運用プロセス 

Ⅱ. 物価連動国債を中心とする組入公社債の平均残存期間は、７年±３年程度とする 
ことを基本とします。 
＊物価連動国債は平成20年を最後に新規発行が中断されています（平成23年９月30日現在）。今後の物価

連動国債の新規発行計画次第では、上記の平均残存期間の範囲に沿った運用が困難となる場合があります。 
 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記のプロセスは、今後変更される場合があります。  
 

◆ 「ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド」をマザーファンドとするファミリーファンド方式で 

運用を行います。 
  
  

ファミリーファンド方式とは、投資者の皆さまからお預かりした資金をまとめてベビーファンドとし、 
その資金をマザーファンドに投資することにより、その実質的な運用をマザーファンドにて行う仕組みです。  

 
 

 

 

 

 
 

  

Ⅲ. 年２回の決算時（原則として３月25日および９月25日。休業日の場合は翌営業日）
に、原則として、利子収入相当分を中心に、安定した収益分配を目指します。 

■ 分配方針 

◆ 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた配当等収益および売買益（評価益を含みます。）
等の全額とします。 

◆ 分配金額は、上記の分配対象収益の範囲のうち、原則として利息収入相当分を中心とし、委託会社
が基準価額の水準、市況動向等を勘案して決定します。 

◆ 収益分配に充てなかった利益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。 

※ 将来の収益分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。 
 

■ 主な投資制限 
  

株 式 
株式への投資は、転換社債等の転換等により取得するものに限り、かつ、実質投資
割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

投 資 信 託 証 券 
投資信託証券（マザーファンド受益証券を除きます。）への実質投資割合は、信託
財産の純資産総額の 5％以下とします。 

外 貨 建 資 産 外貨建資産への投資は行いません。 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 デリバティブ取引を利用することができます。 

  

市況動向やファンドの資金事情等によっては、前述のような運用ができない場合があります。 

●当ファンドの運用は、マクロ経済分析会議によ
るマクロ経済分析、国内債券投資分析委員会に
よる公社債市場分析を基に行われます。 

●マクロ経済予測を前提に市場予測等を行い、こ
れに基づき平均残存期間戦略（組入公社債の平
均残存期間をどの程度の長さにするか＝金利変
動リスクをどの程度とるか）、残存期間別構成戦
略（償還までの期間がどの程度の長さの物価連
動国債に投資の重点を置くか）を策定します。 

●以上のプロセスにより決定された戦略を基に、
当ファンドに組み入れる銘柄を決定し、ポート
フォリオを構築します。 

●公社債の組入比率は、高位を保つことを基本と
します。 
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当ファンドは、わが国の公社債などの値動きのある証券等に投資しますので、
ファンドの基準価額は変動します。したがって、投資者の皆さまの投資元金は
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元金
を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆さ
まに帰属します。また、当ファンドは預貯金とは異なります。 

  

物価変動リスク 

物価の下落は、物価連動国債の元金額や利払額を減少させるため、当ファンドが投資する
物価連動国債の価格にマイナスの影響を及ぼし、当ファンドの基準価額を下落させる要因
となります。また、将来の物価変動に対する市場予想の変動も、物価連動国債の市場価格
に影響を及ぼします。なお、物価連動国債の元金額や利払額の増減の基準となる物価とし
ては、各時点の約３ヵ月前の全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）が用いられ
るため、直近の物価変動が物価連動国債の元金額や利払額に反映されるのは、約３ヵ月後
となります。 

  

金利変動リスク 

一般に金利が上昇した場合には、既に発行されて流通している公社債の価格は下落します。
金利上昇は、当ファンドが投資する物価連動国債等の価格に影響を及ぼし、当ファンドの
基準価額を下落させる要因となります。 

  

流動性リスク 

当ファンドが投資する物価連動国債等の流動性が損なわれた場合には、当ファンドの基準
価額が下落する要因となる可能性があります。 

  

※ 基準価額の変動要因は上記に限定されるものではなく、上記以外に「信用リスク」、「ファミリー  
ファンド方式で運用する影響」などがあります。 

 
 
 

 
  

◆ 当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・ 

オフ）の適用はありません。 

◆ 収益分配金に関する留意点として、以下の事項にご留意ください。 

・投資信託の分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支
払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。 

・分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することにな
ります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

・投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部ないしすべてが、実質的には元本の一部払戻し
に相当する場合があります。 

 
 

 
 

リスク管理部門は、運用リスクを含めたリスクのチェック・管理を行うとともに運用実績の分析・評価
を実施し、法務・コンプライアンス部門は、法令・諸規則、約款の投資制限等の遵守状況を把握・管理
し、それぞれ必要に応じて提言等を行います。一方、トレーディング部門は売買執行および発注に伴う
諸規則の遵守状況のチェックを行います。これらのリスク管理の結果はリスク管理に関する委員会等を
通じて経営に報告されます。 
※上記のリスク管理体制および組織名称等については、変更になることがあります。 
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（2011年９月30日現在） 

基準価額・純資産の推移 
  

（1万口当たり）  

基準価額 10,423円  純資産総額 48.46億円 
  

 

※基準価額および基準価額（分配金再投資ベース）は、信託報酬控除後の値です。（以下同じ。） 

※基準価額（分配金再投資ベース）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。（以下同じ。） 

 

主要な資産の状況 ※各比率は実質的な組入比率です。組入比率は純資産総額に対する比率を表示（小数点第二位四捨五入）しています。 
＜資産の組入比率＞ 

資産の種類 国内／外国 比率(％) 

債券 国内 97.3 

現金・預金・その他の資産 2.7 

合   計 100.0 
 
 
 

＜組入銘柄＞  

順位 銘柄名 種類（種別） 利率(％) 償還期限 比率(％) 

1 第１６回利付国債（物価連動・１０年） 国債証券 1.4 2018 年 6 月 10 日 39.0  

2 第１２回利付国債（物価連動・１０年） 国債証券 1.2 2017 年 6 月 10 日 28.1  

3 第１回利付国債（物価連動・１０年） 国債証券 1.2 2014 年 3 月 10 日 8.7  

4 第４回利付国債（物価連動・１０年） 国債証券 0.5 2015 年 6 月 10 日 6.2  

5 第２回利付国債（物価連動・１０年） 国債証券 1.1 2014 年 6 月 10 日 6.0  

6 第３回利付国債（物価連動・１０年） 国債証券 0.5 2014 年 12 月 10 日 4.9  

7 第５回利付国債（物価連動・１０年） 国債証券 0.8 2015 年 9 月 10 日 4.4   
   

年間収益率の推移（暦年ベース） 
  

 
 

※当該実績は過去のものであり、将来の運用成果等を予想あるいは保証するものではありません。 
※運用実績については、別途開示している場合があります。この場合、委託会社のホームページにおいて閲覧することができます。 

※年間収益率は、基準価額（分配金再投資ベース）

をもとに計算したものです。 

※当ファンドにはベンチマークはありません。 

※2004年は設定日（6月1日）から年末までの収益率、

2011年は1月から9月末までの収益率を表示して

います。 

分配の推移 
 

（1万口当たり、税引前）

2011年9月 35円 

2011年3月 35円 

2010年9月 35円 

2010年3月 35円 

2009年9月 35円 

設定来累計 490円 

設定来：2004年6月1日以降 

 

＜債券の残存期間別組入比率＞ 

残存年数 比率(％) 

 1年未満 0.0 

 1年以上 3年未満 14.6 

 3年以上 7年未満 82.6 

 7年以上10年未満 0.0 

10年以上 0.0 
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購 入 単 位 
販売会社が別に定める単位 

※詳細は委託会社または販売会社までお問い合わせください。 

購 入 価 額 購入申込日の基準価額 

購 入 代 金 販売会社が指定する期日までにお支払いいただきます。 

換 金 単 位 

１万口単位または１口単位 

※換金単位は、販売会社およびお申込コースにより異なる場合があります。また、販売会

社によっては換金単位を別に設定する場合があります。 

換 金 価 額 換金請求受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額 

換 金 代 金 換金請求受付日から起算して、原則として６営業日目からお支払いします。 

申 込 締 切 時 間 
原則として営業日の午後３時までに販売会社の事務手続きが完了したものを当日分のお申

込みとします。 

購 入 の 申 込 期 間 
平成23年６月25日から平成24年６月25日まで 

※申込期間は上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。 

換 金 制 限 信託財産の資金管理を円滑に行うために大口の換金請求には制限を設ける場合があります。 

購入・換金申込受付 
の 中 止 及 び 取 消 し 

購入申込者の購入申込金額および購入申込総額・換金請求金額が多額な場合、証券取引所

における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの受

付けを中止すること、およびすでに受付けた購入・換金のお申込みの受付けを取り消すこ

とがあります。 

信 託 期 間 無期限（平成16年６月１日設定） 

繰 上 償 還 

委託会社は次のいずれかの場合、事前に投資者（受益者）の意向を確認し、受託会社と合

意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了（繰上償還）させることがあります。 

・この信託契約を解約することが投資者のため有利であると認めるとき。 

・やむを得ない事情が発生したとき。 

・信託契約の一部解約により、受益権の口数が10億口を下回ることとなるとき。 

決 算 日 毎年３月25日および９月25日（休業日の場合は翌営業日） 

収 益 分 配 

毎決算日に収益分配方針に基づいて収益分配を行います。 

※「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」の２つの購入方法があります。ただし、

販売会社によっては、どちらか一方のコースのみの取扱いとなる場合があります。詳細

は委託会社または販売会社までお問い合わせください。 

信 託 金 の 限 度 額 １兆円を上限とします。 

公 告 
原則として、電子公告の方法により行い、次のアドレスに掲載します。 

http://www.mizuho-am.co.jp/ 

運 用 報 告 書 
ファンドの決算時および償還時に「運用報告書」を作成し、あらかじめ届出を受けた住所

に販売会社よりお届けいたします。 

課 税 関 係 
課税上は株式投資信託として取り扱われます。 

配当控除および益金不算入制度の適用はありません。 
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ファンドの費用 

投資者が直接的に負担する費用 

購 入 時 手 数 料 
購入申込日の基準価額に対して、販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額とし
ます。 
※平成23年12月22日現在の手数料率の上限は1.05％（税抜１％）です。 

信 託 財 産 留 保 額 換金請求受付日の基準価額に対して、0.1％の率を乗じて得た額をご負担いただきます。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

日々の信託財産の純資産総額に対し年0.63％（税抜0.6％）以内の率を乗じて得た額
とします。 

※運用管理費用は毎計算期末または信託終了のときに信託財産中から支払われます。 

運用管理費用（信託報酬）の率（以下「信託報酬率」といいます。）およびその配分
は、当ファンドの各計算期間の前計算期間の終了日の前５営業日間におけるわが国の
無担保コール翌日物金利（加重平均値）の平均値の水準に応じて以下の通りとします。
なお、平成23年12月22日現在の信託報酬率は、年率0.42％（税抜0.4％）です。 

【信託報酬率および配分】 

配分 無担保コール翌日物金利 

（加重平均値）の平均値 
信託報酬率 
［年率］ 

委託会社 販売会社 受託会社 

0.5％未満の場合 
0.420％ 

（税抜0.4％）

0.16275％ 

（税抜0.155％）

0.2205％ 

（税抜0.210％）

0.03675％ 

（税抜0.035％）

0.5％以上 

1％未満の場合 

0.525％ 

（税抜0.5％）

0.22050％ 

（税抜0.210％）

0.2625％ 

（税抜0.250％）

0.04200％ 

（税抜0.040％）

1％以上の場合 
0.630％ 

（税抜0.6％）

0.26775％ 

（税抜0.255％）

0.3150％ 

（税抜0.300％）

0.04725％ 

（税抜0.045％）
  

そ の 他 の 費 用 ・ 
手 数 料 

以下のような費用等が投資者の保有期間中、そのつど（監査費用は日々）かかります。 
信託財産に関する租税／監査費用／信託事務の処理に要する諸費用／外国における資
産の保管等に要する費用／資金の借入れを行った際の当該借入金の利息／組入有価証
券の売買時の売買委託手数料および先物・オプション取引等に要する費用 等 

※その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買条件等により異
なるため、あらかじめ当該費用等（上限額等を含む）を表示することができません。 

  

上記手数料等の合計額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。 
  

  

税 金 

・税金は表に記載の時期に適用されます。 
・以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。 

  

時 期 項 目 税 金 

分 配 時 所得税及び地方税 
配当所得として課税 
普通分配金に対して10％ 

換金（解約）時及び償還時 所得税及び地方税 
譲渡所得として課税 
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して10％ 

  
※上記は、平成23年12月22日現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。 
※法人の場合は上記とは異なります。 
※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 



 

 

  

   


